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令和４年度県政に対する要望 

 

国境離島の振興につきましては、かねてより格別のご配慮を

賜り感謝申し上げます。 

 本協議会は、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島

地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法（平成２８年法

律第３３号。以下「有人国境離島法」という。）第２条第２項に

規定する特定有人国境離島地域（以下「国境離島地域」という。）

を有する長崎県内７市町の議会の議長及び有人国境離島法を

所管する常任委員会又は特別委員会の代表をもって組織し、国

境離島地域に係る地域社会の維持に関し必要な具体的施策を

強力に推進し、もって関係地域の振興発展を図ることを目的と

しています。 



 有人国境離島法は、平成２９年４月から施行され、国境離島

地域においては、追い風が吹いているところではありますが、

国境離島における更なる有人国境離島法の活用により、交流人

口の増加等を図り観光産業の振興を図るため、本協議会で協議

を重ねているところであり、要望を取りまとめてまいりました

ので、次の諸事項につきまして格別のご配慮を賜りますようお

願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１．有人国境離島法の確実な延長と支援事業の拡充について 

   

国境離島住民の悲願であった「有人国境離島地域の保全及び

特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措

置法」が平成２９年４月から施行され、特定有人国境離島地域

社会維持推進交付金が創設されました。 

 特に、航路・航空路運賃低廉化については、ジェットフォイ 

ル運賃、航路運賃及び航空路運賃が約３割引き下げられたこと 

により、本土への往来の利便性が向上し、多くの島民がその恩 

恵を享受し、大変感謝しているところであります。 

 一方で、航路・航空路運賃低廉化の対象者が特定有人国境離 

島地域に居住する者及び一部の準住民に限定されていること

から、地元出身者の帰省をはじめ、ビジネス客や観光客等には 

その恩恵が及ばす、交流人口の拡大につながっていない状況で

あります。 

来島される全ての人を運賃低廉化の対象に拡大することに

よって交流人口を増やし、観光産業の振興と定住・移住に繋げ、

離島地域の活性化に結び付けてまいりたいと考えております。 

また、特定有人国境離島地域が将来にわたり安心して暮らし

続けていくことができる地域社会をつくっていくためには、経



済交流や観光振興を通じての交流人口の拡大、定住促進を継続

的に行っていくことが必要であります。そのため、航路・航空

路運賃低廉化の対象拡大を含めた、更なる支援事業の拡充と同

法の設立趣旨を鑑み、恒久法化も視野に入れて確実に延長され

るよう、長崎県からも国への働きかけを強く要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．離島海上高速交通体系の維持について 

  

離島航路は、人・物の物流手段として市民生活及び産業経済

活動に欠くことのできない重要な役割を果たしており、特に

高速船ジェットフォイルは、荒天においても高い就航率と速

く、安全で快適な乗り心地が利用者に支持され、離島航路に必

要不可欠な存在となっています。さらに、市民生活の足として

だけでなく、本土の医療機関への迅速な患者搬送、また、観光

促進を図る上での海上交通手段として深く浸透しております。 

しかしながら、現在、長崎県内に就航している４隻のジェッ

トフォイルは、いずれも建造から３０年以上が経過しており、

船体の老朽化が進む中で、莫大な費用のかかる代替船建造計

画は一向に進んでおらず、今後の高速船運航の存続を大変危

惧しております。 

離島の将来を左右する高速船ジェットフォイルの更新につ

いて、国境離島新法の目的に沿った国の施策として、新たな

補助制度創設等の支援策を積極的に推進され、離島航路の海

上高速交通体系が現状どおり維持されますよう、新船建造に

対する国、県の財政的支援を強く要望いたします。 
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